
東日本大震災からの

本パンフレットは、復興の状況と、最近の取組について、データや具体的な事例を中心に紹介したものです。

問い合せ先 ： 〒１０７－００５２   東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル６階
　　　　　　代表（０３）５５４５－７２３0　ＦＡＸ（０３）５５４５－０５２４
ホームページ： http://www.reconstruction.go.jp/

復興の状況と最近の取組東日本大震災の概要

（１）規模
●平成２３年３月１１日１４時４６分に三陸沖にて発生
●我が国の観測史上最大規模の地震（マグニチュード９．０／最大震度７）

（２）被害
●人的被害（平成２７年１０月９日時点　警察庁ホームページより抜粋） 

・死　　者 １５，８９３名
・行方不明 ２，５６７名
・負 傷 者 ６，１５２名

●建築物被害（平成２７年１０月９日時点　警察庁ホームページより抜粋）

・全　　壊 １２１，７４７戸
・半　　壊 ２７７，６７９戸
・一部損壊 ７２５，８５８戸

●震災関連死　３，３３１名（平成２７年３月３１日現在　復興庁調べ）

平成２7年
11月版
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復興加速化への方針

１．復興の加速化

2．復興のあり方

● 閣僚全員が復興大臣であるとの認識を共有。
● 省庁の縦割りを厳に排し、現場主義を徹底。
　 被災者の心に寄り添いながら、東日本大震災からの復興、そして福島の再生を、更に加速。

● 被災地の一刻も早い復旧・復興を目指す視点から、復興需要が高まる当初の5年間（平成23
　 〜27年度）を「集中復興期間」と位置づけ、国の総力を挙げて復興に取組み。
● 平成28年度以降の復興支援については、被災地の「自立」につながり、地方創生のモデルと
　 なることを目指すため、「復興・創生期間」と位置付け。

2．住宅再建・まちづくり

　用地取得や施工確保などの累次にわたる

加速化策の推進

1．被災者支援

　相談員や復興支援員の充実、「健康・生活

に関する総合対策」の推進

5．「新しい東北」

● 先導的な「モデル」の構築

● 「モデル」の他地域への展開

● 民間の人材・ノウハウ・資金の活用

● 情報共有や新たなつながりの構築を進める

　 場づくり

3．産業・なりわいの再生

　グループ補助金、企業立地補助金等の他、

「産業復興創造戦略」の推進

4．福島の復興・再生

● 避難指示解除

● 除染、インフラ復旧

● 町外コミュニティの整備

安倍総理を先頭に「閣僚全員が復興大臣である」との意識を共有し、
被災地に寄り添いながら、政府一丸となって復興の加速化に全力を尽くす。

 復興加速化への主な取組
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東日本大震災からの復興に向けた道のり と見通し
　平成23年 　平成24年 　平成25年  平成26年  平成27年  平成28年

主な指標 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 〜〜

※数値・時期等について未精査

避難者
（避難者数）

ライフライン・インフラ復旧

まちづくり（高台等への集団移転等）
（防災集団移転促進事業の計画決定（大臣同意）がされた地

区の割合）、（民間住宅等用宅地の造成工事に着工した地区
の割合及び完成・完成見込み戸数の割合）

（災害公営住宅の供給計画戸数のうち着手（用地確保）及び完
成・完成見込み戸数の割合 ※福島県は全体計画が未確定のため、

進捗率は暫定値）

農業・水産業
（津波被災農地（21,480ha）において、営農再開が可能と
 なった面積の割合）

（被災３県で再開を希望する水産加工施設（818 施設）の業務
  再開状況）

地域産業
（被災地域の鉱工業生産指数 ※平成22年を100）

（津波浸水地域に所在する鉱工業事業所の生産額試算値
〈震災前基準年同月比〉※水産加工施設等は含まない）

これまでの主な動き

避難所開設

まちづくり計画の策定

農地の損壊箇所の復旧･除塩等を実施

　　　　　　　　　　　　製氷施設や冷凍冷蔵施設の復旧、用地の嵩上げ等により水産加工業の業務再開を支援

応急復旧

仮設住宅設置 仮設住宅関連の環境整備　　　

防災集団移転促進事業の計画策定

災害公営住宅の建設開始

本復旧

仮設住宅概ね完成

ライフライン・インフラ
概ね復旧

被災地外の水準まで
概ね回復

被災地外の水準まで
概ね回復

被災３県の避難所概ね解消

集中復興期間

約34万人 約32万人

約95約70

−99％

約100

−76％ −66％ −31％ ＋20％

約103
発災前

約38％

約52％ 約61％ 約66％ 約69％

約47万人

　　　　災害公営住宅の整備　　　　

・
楢
葉
町
の
避
難
指
示
の
解
除（
9
月
5
日
）

・
子
ど
も
被
災
者
支
援
法
基
本
方
針
改
定
閣
議
決
定（
8
月
25
日
）

・
福
島
相
双
復
興
官
民
合
同
チ
ー
ム
発
足（
8
月
24
日
）

・
福
島
12
市
町
村
の
将
来
像
に
関
す
る
有
識
者
検
討
会
提
言
公
表

 

（
7
月
30
日
）

・「
原
子
力
災
害
か
ら
の
福
島
復
興
の
加
速
に
向
け
て
」改
訂
閣
議
決
定

 （
6
月
12
日
）

・
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
の
改
正（
5
月
7
日
）

・
南
相
馬
市
の
特
定
避
難
勧
奨
地
点
を
解
除（
１２
月
２８
日
）

・
川
内
村
の
避
難
指
示
の一
部
解
除（
10
月
１
日
）

・
福
島
県
が
中
間
貯
蔵
施
設
の
建
設
受
入
れ
を
表
明（
９
月
１
日
）

・「
大
熊
・
双
葉
ふ
る
さ
と
復
興
構
想
」公
表（
８
月
2８
日
）

・「
風
評
対
策
強
化
指
針
」公
表（
６
月
23
日
）

・「
産
業
復
興
創
造
戦
略
」公
表（
６
月
１０
日
）

・
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
改
正（
５
月
１
日
）

・「『
新
し
い
東
北
』の
創
造
に
向
け
て（
提
言
）」公
表（
４
月
18
日
）

・田
村
市
の
避
難
指
示
解
除（
４
月
１
日
）

・
平
成
2６
年
度
当
初
予
算
成
立（
３
月
２０
日
）

・
帰
還
に
向
け
た
放
射
線
リ
ス
ク
コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
施
策

 

パ
ッ
ケ
ー
ジ
公
表（
2
月
18
日
）

・「
原
子
力
災
害
か
ら
の
福
島
復
興
の
加
速
に
向
け
て
」閣
議
決
定

 

（
12
月
20
日
）

・「
用
地
取
得
加
速
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
」策
定（
10
月
19
日
）

・
子
ど
も
被
災
者
支
援
法
基
本
方
針
閣
議
決
定（
10
月
11
日
）

・
避
難
区
域
の
見
直
し
が
完
了（
8
月
7
日
）

・
復
興
推
進
委
員
会「『
新
し
い
東
北
』の
創
造
に
向
け
て（
中
間
と
り

 

ま
と
め
）」公
表（
6
月
5
日
）

・
平
成
25
年
度
当
初
予
算
成
立（
5
月
15
日
）

・
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
の
改
正（
5
月
10
日
）

・
原
子
力
災
害
に
よ
る
風
評
被
害
を
含
む
影
響
へ
の
対
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

 

公
表（
4
月
2
日
）

・
原
子
力
災
害
に
よ
る
被
災
者
支
援
パ
ッ
ケ
ー
ジ
公
表（
3
月
15
日
）

・
第
1
回
住
ま
い
の
復
興
工
程
表
公
表（
3
月
7
日
）

・
福
島
・
東
京
２
本
社
体
制
の
整
備（
2
月
1
日
）

・
復
旧
・
復
興
事
業
の
規
模
と
財
源
の
見
直
し（
1
月
29
日
）

 ・
被
災
地
域
の
原
子
力
被
災
者
・
自
治
体
に
対
す
る
国
の
取
組
方
針

 

（
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
）の
公
表（
9
月
24
日
）

・
福
島
復
興
再
生
基
本
方
針
閣
議
決
定（
7
月
13
日
）

・
子
ど
も
被
災
者
支
援
法（
6
月
21
日
）

・
平
成
２４
年
度
当
初
予
算
成
立（
4
月
5
日
）

・
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
成
立（
3
月
30
日
）

・
復
興
庁
開
庁（
2
月
10
日
）

・
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
成
立（
12
月
7
日
）

・
復
興
財
源
確
保
法
成
立（
11
月
30
日
）

・
平
成
23
年
度
三
次
補
正
予
算
成
立（
11
月
21
日
）

・
復
興
基
本
方
針
策
定（
7
月
29
日
）

・
平
成
23
年
度
二
次
補
正
予
算
成
立（
7
月
25
日
）

・
復
興
推
進
事
務
局
の
開
庁（
6
月
27
日
）

・
復
興
構
想
会
議「
復
興
へ
の
提
言
」（
6
月
25
日
）

・
復
興
基
本
法
施
行（
6
月
24
日
）

・
平
成
23
年
度
一
次
補
正
予
算
成
立（
5
月
2
日
）

・
被
災
者
生
活
支
援
特
別
対
策
本
部
設
置（
3
月
17
日
）

・
緊
急
災
害
対
策
本
部
発
足（
3
月
11
日
）

自立再建、災害公営住宅等での再建

民間住宅等用宅地の整備
同意
81％
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東日本大震災からの復興に向けた道のり と見通し
　平成23年 　平成24年 　平成25年  平成26年  平成27年  平成28年

主な指標 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 〜〜

※数値・時期等について未精査

避難者
（避難者数）

ライフライン・インフラ復旧

まちづくり（高台等への集団移転等）
（防災集団移転促進事業の計画決定（大臣同意）がされた地

区の割合）、（民間住宅等用宅地の造成工事に着工した地区
の割合及び完成・完成見込み戸数の割合）

（災害公営住宅の供給計画戸数のうち着手（用地確保）及び完
成・完成見込み戸数の割合 ※福島県は全体計画が未確定のため、

進捗率は暫定値）

農業・水産業
（津波被災農地（21,480ha）において、営農再開が可能と
 なった面積の割合）

（被災３県で再開を希望する水産加工施設（818 施設）の業務
  再開状況）

地域産業
（被災地域の鉱工業生産指数 ※平成22年を100）

（津波浸水地域に所在する鉱工業事業所の生産額試算値
〈震災前基準年同月比〉※水産加工施設等は含まない）

これまでの主な動き

農地の損壊箇所の復旧･除塩等を実施

　　　　　　　　　　　　製氷施設や冷凍冷蔵施設の復旧、用地の嵩上げ等により水産加工業の業務再開を支援

仮設住宅関連の環境整備　　　

防災集団移転促進事業の計画策定

災害公営住宅の建設開始

本復旧

被災地外の水準まで
概ね回復

集中復興期間

約32万人 約30万人 約26万人 約23万人約24.6万人

約69％ 約74％ 約79％ 約80％ 約81％ 約83％ 約84％

約63％ 約70％

　　　　災害公営住宅の整備　　　　

100％

47％

63％

…完成見込み・予定

用地確保済
45％

用地確保済 
65％

・
楢
葉
町
の
避
難
指
示
の
解
除（
9
月
5
日
）

・
子
ど
も
被
災
者
支
援
法
基
本
方
針
改
定
閣
議
決
定（
8
月
25
日
）

・
福
島
相
双
復
興
官
民
合
同
チ
ー
ム
発
足（
8
月
24
日
）

・
福
島
12
市
町
村
の
将
来
像
に
関
す
る
有
識
者
検
討
会
提
言
公
表

 

（
7
月
30
日
）

・「
原
子
力
災
害
か
ら
の
福
島
復
興
の
加
速
に
向
け
て
」改
訂
閣
議
決
定

 （
6
月
12
日
）

・
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
の
改
正（
5
月
7
日
）

・
南
相
馬
市
の
特
定
避
難
勧
奨
地
点
を
解
除（
１２
月
２８
日
）

・
川
内
村
の
避
難
指
示
の一
部
解
除（
10
月
１
日
）

・
福
島
県
が
中
間
貯
蔵
施
設
の
建
設
受
入
れ
を
表
明（
９
月
１
日
）

・「
大
熊
・
双
葉
ふ
る
さ
と
復
興
構
想
」公
表（
８
月
2８
日
）

・「
風
評
対
策
強
化
指
針
」公
表（
６
月
23
日
）

・「
産
業
復
興
創
造
戦
略
」公
表（
６
月
１０
日
）

・
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
改
正（
５
月
１
日
）

・「『
新
し
い
東
北
』の
創
造
に
向
け
て（
提
言
）」公
表（
４
月
18
日
）

・田
村
市
の
避
難
指
示
解
除（
４
月
１
日
）

・
平
成
2６
年
度
当
初
予
算
成
立（
３
月
２０
日
）

・
帰
還
に
向
け
た
放
射
線
リ
ス
ク
コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
施
策

 

パ
ッ
ケ
ー
ジ
公
表（
2
月
18
日
）

・「
原
子
力
災
害
か
ら
の
福
島
復
興
の
加
速
に
向
け
て
」閣
議
決
定

 

（
12
月
20
日
）

・「
用
地
取
得
加
速
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
」策
定（
10
月
19
日
）

・
子
ど
も
被
災
者
支
援
法
基
本
方
針
閣
議
決
定（
10
月
11
日
）

・
避
難
区
域
の
見
直
し
が
完
了（
8
月
7
日
）

・
復
興
推
進
委
員
会「『
新
し
い
東
北
』の
創
造
に
向
け
て（
中
間
と
り

 

ま
と
め
）」公
表（
6
月
5
日
）

・
平
成
25
年
度
当
初
予
算
成
立（
5
月
15
日
）

・
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
の
改
正（
5
月
10
日
）

・
原
子
力
災
害
に
よ
る
風
評
被
害
を
含
む
影
響
へ
の
対
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

 

公
表（
4
月
2
日
）

・
原
子
力
災
害
に
よ
る
被
災
者
支
援
パ
ッ
ケ
ー
ジ
公
表（
3
月
15
日
）

・
第
1
回
住
ま
い
の
復
興
工
程
表
公
表（
3
月
7
日
）

・
福
島
・
東
京
２
本
社
体
制
の
整
備（
2
月
1
日
）

・
復
旧
・
復
興
事
業
の
規
模
と
財
源
の
見
直
し（
1
月
29
日
）

 ・
被
災
地
域
の
原
子
力
被
災
者
・
自
治
体
に
対
す
る
国
の
取
組
方
針

 

（
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
）の
公
表（
9
月
24
日
）

・
福
島
復
興
再
生
基
本
方
針
閣
議
決
定（
7
月
13
日
）

・
子
ど
も
被
災
者
支
援
法（
6
月
21
日
）

・
平
成
２４
年
度
当
初
予
算
成
立（
4
月
5
日
）

・
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
成
立（
3
月
30
日
）

・
復
興
庁
開
庁（
2
月
10
日
）

・
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
成
立（
12
月
7
日
）

・
復
興
財
源
確
保
法
成
立（
11
月
30
日
）

・
平
成
23
年
度
三
次
補
正
予
算
成
立（
11
月
21
日
）

・
復
興
基
本
方
針
策
定（
7
月
29
日
）

・
平
成
23
年
度
二
次
補
正
予
算
成
立（
7
月
25
日
）

・
復
興
推
進
事
務
局
の
開
庁（
6
月
27
日
）

・
復
興
構
想
会
議「
復
興
へ
の
提
言
」（
6
月
25
日
）

・
復
興
基
本
法
施
行（
6
月
24
日
）

・
平
成
23
年
度
一
次
補
正
予
算
成
立（
5
月
2
日
）

・
被
災
者
生
活
支
援
特
別
対
策
本
部
設
置（
3
月
17
日
）

・
緊
急
災
害
対
策
本
部
発
足（
3
月
11
日
）

着工
84％

自立再建、災害公営住宅等での再建

民間住宅等用宅地の整備
同意

約100％
同意
81％

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

着工
98％

405地区のうち、
着工99％

完成
19％

20,566戸のうち、
完成23％

用地確保済
93％

29,925戸のうち、
用地確保済94％

完成
31％

29,925戸のうち、
完成36％ ※完成項目の戸数は計画戸数

約19万人
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仮設住宅等の入居状況 
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その他避難先：47都道府県 1,146市区町村

【県外への避難等】 岩手県から約１，５００人、宮城県から約6，7００人、福島県から約４4，０００人
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1．被災者支援
⁃⁃ 仮設住宅等で暮らす避難者に対し、見守り、健康相談などの健康・生活支援を実施。
⁃⁃ 避難している方は約19万人となった。また、恒久住宅への移転が進み、仮設住宅等への入居戸数は減少して
いる。
⁃⁃ 避難の長期化や分散化など現場の状況や課題に対応した施策を推進していく。

避難者の減少 

避難者の数(避難先の都道府県別) 

26年4月 27年4月 27年9月(最新値) 備考

公営住宅等
入居者数 22,645人 16,565人 15,218人

全国計
入居戸数 8,440戸 6,436戸 5,911戸

民間住宅
（みなし仮設）

入居者数 117,715人 90,767人 79,381人
全国計

入居戸数 48,790戸 38,863戸 34,265戸

仮設住宅
入居者数 96,519人 78,787人 68,083人 岩手県・宮城県・福島県

 ※茨城県・千葉県は平成26年度には
 　仮設住宅（プレハブ）の供与を終了。入居戸数 43,898戸 37,398戸 32,676戸

（復興庁調べ 平成27年10月8日現在）

（内閣府調べ）

全　体 避難所にいる者
（公民館・学校等）

住宅等にいる者
（公営・仮設・民間・病院含む）

発災3日目（＊1）（平成23年3月14日） 約47万人
平成24年4月  1年目（＊2） 約34万人 330人 約33万人
平成25年4月  2年目（＊2） 約31万人 125人 約29万人
平成26年4月  3年目（＊2） 約26万人 　－（＊3） 約25万人
平成27年4月  4年目（＊2） 約22万人 　－（＊3） 約20万人
最新値（＊2）（平成27年10月） 約19万人 　－（＊3） 約17万人

＊１ 緊急災害対策本部　青森・岩手・宮城・福島・茨城・栃木の避難者の合計。
＊２ 復興庁調べ　全国の避難者等の数（住宅等（公営・仮設・民間等）、親族・知人宅等、病院等にいる者の合計）。
＊３ 避難所にいる者は平成２６年１２月末をもって退去済み。
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１．仮設住宅等での心と体の健康への支援

２．災害公営住宅でのコミュニティ形成への支援

３．支援施策の総合的な推進

　避難生活の長期化や被災者の分散化などに伴い、被災者に対する健康・生活支援が重要な課題となっており、復興庁の重点
施策として位置付けています。
　平成２６年８月、総理指示を受けて、避難生活の長期化や被災者の分散化などによる課題に対応する「総合施策」を策定し、
平成２７年１月には、施策の具体化と新たに追加した取組により、５０の対策からなる「総合対策」を策定しました。

（１）見守り等の活動の推進
①復興特会における相談員確保の予算措置【対策１】
　被災者の健康・生活支援総合交付金を創設し、相談員の
確保等を支援
②復興支援員の活用【対策２】
　見守りやケアと一体として行う相談業務に活用できること
を明確化
③福島県の特有の課題に対応した相談員の確保【対策４】
　放射線不安など福島県特有の課題に対応した相談員の充
実を支援
④保健師の確保の支援【対策13】 　
 　「被災地健康支援事業」を延長して保健師の確保を支援

（２）生きがいづくり
○「心の復興」事業の実施【対策35】
地域活性化等の活動への参画を通じた被災者の
生きがいづくりを支援

①被災者支援コーディネート事業の実施【対策６】
　支援体制の充実や企業ＣＳＲ活動のマッチング等のコー
ディネートを実施
②被災者健康・生活支援総合交付金の創設【対策１】
　１つの事業計画の下で見守り・子どもの支援等を総合的・
弾力的に推進

見守り人員や総合交付金による支援とともに、
○復興交付金による支援の弾力化【対策28】　
 　災害公営住宅の整備に伴うコミュニティ形成などを支援

見守り活動
　相談員や復興支援員が
仮 設 住 宅 等 への見守り
活 動 や 生 活 相 談、交 流
事業の提供などを行って
いる。

子どもに対する総合支援
　さまざまな形で被災の
影響をうけている子ども
たちに対して、子育て家庭
への訪問・相談や、子ども
が安心して過ごすことがで
きるスペースを整備する取
組が行われている。

地域コミュニティの形成
　仮設住宅に取り残され
る人や災害公営住宅等へ
移転する人などのコミュ
ニティ形成の取組として、
集会所を活用したサロン
の 開 催 などがな されて
いる。

生きがいづくり
　農作業やものづくりな
どの活動への参画を通じ、
被災者の生きがいづくり
を支援することで、孤立防
止とともに心身のケアに
つなげる。

　現場での被災者支援の取組事例

避難者に対する健康・生活支援の取組 

被災者支援ニーズに応じた対策の追加等
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　平成27年１月に策定した「総合対策」により、平成27年度は新たに以下の取組を実施しています。

１．被災者健康・生活支援総合交付金
　各被災自治体において、直面する課題・ニーズに的確に対応し、効果的な被災者支援活動を実施できるよう、被災者の健康・
生活支援に関する基幹的事業を一括化した「被災者健康・生活支援総合交付金」を創設しました。新たな交付金では、一つの
事業計画の下で、被災自治体における「被災者の見守り・コミュニティ形成支援」、「被災した子どもに対する支援」の取組を
一体的に支援しています。

２．「心の復興」事業
　被災者の方々の人と人とのつながりをつくり、生きがいを持って暮らしていただくための活動を支援する「心の復興」事業を
平成２７年度から新たに実施し、農作業や郷土食・ものづくり、伝統芸能、世代間交流の活動など１２０団体の応募から４０団
体を採択し、全体で約１５，６００人、仮設住宅の居住者で約１０，０００人が参加することとなっております。

Ⅰ．被災者の見守り・コミュニティ形成支援

①地域コミュニティ活動を活用した
被災者生活支援事業

生活支援相談員の配置や、地域コミュニティ活動の活性
化等を通じて、孤立防止の見守りなど被災者の日常生活
を支援

Ⅱ．被災した子どもに対する支援

②被災した子どもの健康・生活対策
等総合支援事業

子どものいる家庭等への訪問による心身の健康に関する
相談・支援、遊具の設置や子どもの心身のケアなど、被災
した子どもへの総合的な支援を実施

③福島県の子供たちを対象とする自
然体験・交流活動支援事業

福島県内の子供を対象に、学校等が実施する自然体験
活動や県外の子供たちとの交流活動を支援

避難者に対する健康・生活支援の取組 

心の復興
40のプロジェクト

全体参加者  約15,600人
うち仮設住宅居住者  約10,000人

町民が主役！ヒト・モノ・コト起こし
プロジェクト

【南三陸町】

大学生による「いるだけ支援」
【浪江町（福島市）】

福島の民俗芸能復興と存続継承
【南相馬市】

人と人のつながり、まちづくり参加
を通じた生きがい創出事業

【南三陸町】

ふるさとの記憶と再生事業
【陸前高田市】

（参加者数 1,100人 うち仮設居住者　850人） （参加者数650人 うち仮設住宅居住者480人） 

（参加者数730人 うち仮設居住者440人） （参加者数680人 うち仮設居住者660人） 

（参加者数650人 うち仮設居住者450人） （参加者数200人 うち仮設居住者180人） （参加者数1,040人 うち仮設居住者1,000人） 

まちづくり・ものづくり

伝統芸能 世代間交流・まちづくり

イシノマキ・ファーム＆マルシェ
【石巻市】

地域住民とつくる自慢料理
【東松島市等】

「いま、ここで生きている」展
【大船渡市、名取市、相馬市等】

農作業を共同で実施 ものづくり

借り上げた農地で農作物を
栽培し、収穫物を販売。活動
への参画の機会を創出 

仮設住宅のチームでレシピを
開発。自慢料理大会を実施し
し生きがいを創出 

郷土食を開発

　（参加者数 170人 うち仮設居住者 150人） 

ものづくりのワークショップを行い
成果物を紹介する展覧会を開催
して生きがいづくりに寄与 

コミュニティの巡回訪問で住民
間の連携を図り、郷土食の開発
や手工芸品を製作し生きがい
を創出 

夏祭りで新たに創作ミュージカル
とマルシェを行い、継続的に活動
を実施してコミュニティを形成 

福島県の「お浜下り」の行事
の民俗芸能を復興し、地域
の融和と心の復興を図る 

被災市街地の模型を活用
して若者との交流を行い
つつ震災前の記憶を取り
戻して心の復興を目指す 

大学生が仮設住宅に居住し、声かけ
や引きこもり防止の活動、サロン
開催などを行い、コミュニティ活性化と
生きがい創出を図る

（記載事業は事例） 

世代間交流

イベントに向けた継続的活動
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住宅再建・復興まちづくりの加速化のための取組

2．住宅再建・まちづくり
　（１）住まいの確保に関する事業の見通し（平成27年９月末時点）
⁃⁃ 27年９月末時点において、復興交付金を活用して住まいの確保に関する事業を行う５５市町村※１のうち、
住まいの確保に関する事業が27年度までに全て完了予定としている市町村は３７。
⁃⁃ その他18市町村でも、概ね30年度までに住まいの確保に関する事業が完了する見込み。

⁃⁃  住宅再建・復興まちづくりは被災地復興の最優先課題。これまで、政府一丸となって5度にわたる100近い
加速化措置を実施。
⁃⁃ さらに本年１月、これまでの加速化措置等の実施状況を踏まえ、追加措置を加えた「総合対策」をとりまとめた。

※１：原子力災害に伴い避難指示等が出された１２市町村を除く。
※２：「住まいの確保に関する事業」は、災害公営住宅整備事業等、防災集団移転促進事業、土地区画整理事業（住宅地の供給を含む事業に限る）、漁業集落防災機能強化事業
　　（住宅地の供給を含む事業に限る）。
※３：事業の完了予定時期は、復興交付金事業計画（平成27年6月時点）の全体事業期間に基づく。今後、被災自治体による見直しや事業の追加等の計画の変更により、変動が
　　 あり得る。 
 

①「住まいの復興工程表」の策定
②  実現および加速化のための主な措置（施策パッケージ）
  ・用地取得、埋文調査、発注者支援、施工確保対策 等

○ 用地取得手続きの簡素化や施工確保対策 
  ・防災集団移転促進事業における事業計画変更の簡素化
  ・土地収用手続きの効率化 ・財産管理制度の円滑な活用
  ・造成工事等の早期化 等

○「民間住宅の早期自立再建支援パッケージ」の策定
  ・ 被災者からの住宅再建具体化に向けた相談への対応強化
  ・ 登記手続、住宅ローン実行の迅速化による早期の住宅着工
  ・ 再建工事集中時の建設事業者の人材・資材確保支援
○「被災地特化型用地取得加速化パッケージ」の策定 等

H25.2.4   農地法の規制緩和 H26.1.21  「住まいのこだわり設計事例集」

H26.5.30   がんばれ復興！まちづくりのトップランナー
         　     　 （復興まちづくり先導事例集）

＜更なる施工確保対策＞
Ｈ27.2.1  公共工事設計労務単価の引き上げ
　　　　　　（※ 被災3県全職種平均 ＋6.3％（対24比＋39.4％））
Ｈ27.2.2  災害公営住宅建築工事におけるクレーン経費増対応
　　　　　　（※ 共通仮設費率を1.3倍に引き上げ）

H26.8.25   「工事加速化支援隊」の創設

H27.1.16   「隘路打開のための総合対策」

H26.2.1   「用地加速化支援隊」の創設

H26.5.27  「加速化措置第５弾」

H25.3.7   「加速化措置第１弾」 

H25.4.9   「加速化措置第２弾」

①「用地取得加速化プログラム」の策定
  ・財産管理制度、土地収用制度、用地実務支援の措置の拡充　
② 住宅再建の加速化
  ・災害公営住宅分野の施工確保、入札不調対策　　　  　
③ 加速状況の見える化
  ・「つちおと情報館」など見える化のワンストップ化 等

H25.10.19   「加速化措置第3弾」

①「商業集積・商店街再生加速化パッケージ」の策定　
  ・「被災地まちなか商業集積・商店街再生加速化指針」策定、
    商業施設等復興整備事業による支援、専門家派遣　　　
② 住宅再建の加速化
  ・東北六県における各発注機関の発注見通しを統合し公表 等

H26.1.9   「加速化措置第４弾」

 ○ これまでの加速化措置を充実・補完し総合化 
  ・ 被災3県の災害公営住宅の標準建設費の更なる引き上げ
  ・ 災害公営住宅の資材調達・人材のマッチングサポート
  ・ 防災集団移転促進事業の移転元地の活用事例集の作成 等

 

住まいの確保に関する事業
が27年度に完了する市町村
(17市町村) 

凡例：　　（緑色の線）の右端は「住まいの確保に関する事業」が完了する年度 

住まいの確保に関する事業
が28年度以降に残る市町村
(18市町村) 

山田町、 、大船渡市、陸前高田市、気仙沼市、石巻市、女川町 

東松島市、七ヶ浜町、名取市、多賀城市 
 

、南三陸町、新地町 

野田村、洋野町、宮古市、山元町 

17市町村 

住まいの確保に関する事業
が26年度までに完了した市
町村(20市町村) 

    

20市町村 

H27 H28 H29 H30H26
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青森県

秋田県

山形県

岩手県

宮城県

福島県

宮古市

大船渡市

久慈市

洋野町

陸前高田市

釜石市

大槌町

山田町

岩泉町

田野畑村

野田村

仙台市

名取市

石巻市

栗原市

大崎市

東松島市

塩竃市

気仙沼市

南三陸町

多賀城市

岩沼市

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大郷町

涌谷町
美里町

登米市

一関市

女川町

郡山市会津若松市

いわき市

二本松市

本宮市

福島市

白河市

大玉村

須賀川市

相馬市

南相馬市

桑折町

川俣町

浪江町

三春町

田村市

鏡石町
矢吹町

川内村

広野町

楢葉町

新地町

平成27年度末までに供給見込の災害公営住宅・民間住宅等用宅地の戸数
災害公営住宅

（岩手県大槌町大ケ口地区）

平
成
25
年
8
月

災害公営住宅
（宮城県仙台市若林西地区）

平
成
26
年
3
月

※「住まいの復興工程表」（H27.3月末時点）に、平成27年度までに供給見込とする戸数が記載されている市町村について掲載。
※「─」は平成28年度以降も供給計画のない市町村。

福島市

129 ─

防災集団移転促進事業
（宮城県女川町寺間地区）

平
成
27
年
5
月

大槌町

419 457

宮古市

758 706

山田町

239 459

洋野町

4 0

久慈市

11 15

野田村

100 177 田野畑村

63 53

釜石市

729 626

陸前高田市

460 475

涌谷町

48 ─

一関市

27 ─ 気仙沼市

1,399 1,343

女川町

304 413

大船渡市

693 324

南三陸町

244 665

石巻市
2,503 943

相馬市

398 131

楢葉町

18 3

川内村

25 ─

浪江町

─ 0

川俣町

0 ─

二本松市

0 ─

本宮市

61 ─

大玉村

67 ─

新地町

133 189

亘理町

477 200

東松島市

657 439

広野町

48 ─

いわき市

1,775 160

塩竈市

360 104

七ヶ浜町

212 194

松島町

52 8

岩泉町

51 59

白河市

16 ─

矢吹町

52 ─

田村市

0 ─

鏡石町

24 ─

三春町

125 ─

名取市

92 70

須賀川市

100 ─

会津若松市

89 ─郡山市

490 ─

桑折町

47 ─ 岩沼市

210 171

山元町

417 175

南相馬市

350 303

大崎市

170 ─

大郷町

3 ─

多賀城市

482 75

登米市

84 ─

栗原市

15 ─

美里町

40 ─

仙台市

3,179 717

利府町

25 ─

■ 災害公営住宅
■ 民間住宅等用宅地
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⁃⁃ 復興の事業計画及び工程表に基づき、公共インフラの復旧・復興を推進。
⁃⁃ おおむね計画通りに進捗。住まいの再建については、災害公営住宅が9割以上で用地確保済み、高台移転が
ほぼ全ての地区で着工済み。
⁃⁃ 今後も、事業進展に伴う新たな課題に対し、加速化措置等により迅速に対応。

・事業計画及び工程表と指標を合わせて事業の進捗管理を行い、本格復旧・復興の推進を図っている。
・指標は、原則として本復旧等が完了した割合で表示しているが、着工から完了まで一定の時間を要する項目に

ついては、現時点の進捗状況を把握するため、着工した割合で表示している。
※福島県の避難指示区域については、原則除いている。

安全・安心のための基盤整備関係（被災地域の安全を確保するための各種インフラの復旧・復興状況）

2．住宅再建・まちづくり
　（２）公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況（平成27年6月末時点）

復旧・復興の状況
／被害の状況

項　目
指標名

復旧・復興の状況
／被害の状況

項　目
指標名

海岸対策
本復旧・復興工事に着工
した地区海岸、本復旧・
復興工事が完了した地区
海岸の割合

河川対策
（直轄区間）

本復旧工事が完了した
河川管理施設（直轄管
理区間）の割合

完了箇所数　2,115

被災した河川管理
施設の箇所数  2,115

着工延長　 114km 
完了延長　     38km海岸防災林の再生
被災延長　約140km

青森県～千葉県における延長
（避難指示区域を含む）

本復旧工事に着工した
海岸防災林、本復旧工
事が完了した海岸防災
林の割合

81% 
（着工）

27% 
（完了）

旧北上川（本復旧工事完了済）で
実施中の地震・津波対策は、平成
30年度の完成予定

帰還困難区域及び居住制限区域を除き、
　　避難指示解除準備区域を含む。

「復旧」とは、災害復旧事業により行
う復旧工事のこと。
「復興」とは、社会資本整備総合交付
金又は農山漁村地域整備交付金により
行う整備工事のこと。

単位：地区海岸
復旧 復興 全体

着工 400 65 465
完了 108 1 109
計画数 501 176 677

69% 
（着工）

16% 
（完了）

河川対策
（県・市町村管理区間）
本復旧工事が完了した
河川管理施設（県・市
町村管理区間）の割合

完了箇所数　948

被災した河川管理
施設の箇所数  1,076

88%

100%

下水道
移行済みの処理場数　
72

災害査定を実施
した処理場数　　　
73

通常処理に移行した下
水処理場 の割合

「通常処理に移行した処理場」
とは、被災前と同程度の放流水
質まで処理が実施可能となった
処理場である。これらの中には、
一部の水処理施設や汚泥処理施
設は未だ本復旧工事中のものも
ある。

99%
水道施設 完了事業数 177

災害査定実施事業数
184

本格復旧が完了した
水道事業数の割合

96%

避難指示解除準備区域等を含む。
復興計画が定まらず復旧方法を確
定することができないために特例査
定を受けた地区を除く。

宮城県北上川

河川対策の状況
（被災状況） （本復旧完了）

海岸対策の状況

仙台湾南部海岸
国施工区間（代行区間含む）約
41kmのうち、復興・復旧を支え
る上で不可欠な仙台空港及び下水
処理場の前面の区間等約34kmに
ついては、施工を完了している。

（被災状況） （本復旧完了）

0％ 50％ 100％

0％ 50％ 100％

0％ 50％ 100％

0％ 50％ 100％

0％ 50％ 100％

0％ 50％ 100％

項　目
指標名

復旧・復興の状況
／被害の状況

項　目
指標名

復旧・復興の状況
／被害の状況

全機能が回復済み
の漁港数       208 
一部機能が回復済み
の漁港数 99

漁港

被災した漁港数　
319

一部でも陸揚げが可能と
なった漁港、陸揚げ岸壁
の機能が全て回復
した漁港の割合

避難指示区域を含む
H27.3末時点

営農再開可能面積
約15,060 ha 農地

津波被災農地面積
              21,480 ha

津波被災農地面積に対
する営農再開可能面積

の割合
青森県～千葉県における面積
（避難指示区域を含む）

H27.3末時点

70%
65%（完了）

96% 
（一部完了を含む）

0% 50% 100% 0% 50% 100%

農林水産業関係（被災地域の主な産業基盤である農業、林業、水産業の復旧・復興状況）
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交通関係（被災地の交通ネットワークの復旧・復興状況）

項　目
指標名

復旧・復興の状況
／被害の状況

交通網（道路）
（直轄区間）

完了済み開通延長　
1,159km
主要な直轄国道 の
総開通延長　
1,161km本復旧が完了した

道路開通延長の割合

99%

交通網（道路）
（復興道路・復興支援道路）

復興道路・復興支援道路の着工率、
復興道路・復興支援道路の整備率

着工済延長
545km
供用済延長 223km

計画済延長     570km
事業中区間と供用済区間の合計

工事着手したＩＣ間延長

避難指示解除準備区域等を含む
岩手、宮城、福島県内の国道４
号、　６号、４５号に限る。

鉄道の状況

ＪＲ石巻線
H27.3.21 

浦宿駅～女川駅間
運行再開

96%
（着工）

39%
（完了）

項　目
指標名

復旧・復興の状況
／被害の状況

交通網（鉄道）

運行を再開した
鉄道路線延長の割合

91%

着工箇所数　131 
完了箇所数　128

交通網（港湾）

本復旧工事に着工した、
及び本復旧工事が完了した
復旧工程計画に定められた

港湾施設の割合
被災した港湾施設の
箇所数　　131

岩手、宮城、福島県内の旅客!
鉄道分を計上

運行再開した路線延長
                 2,128km

被災した路線延長
                 2,330km

100% 
（着工）98%（完了）交通網（道路）

（県・市町村管理区間）

本復旧が完了した
道路路線数の割合

88%

被災した道路の路線数
6,298路線

完了済み路線数　
5,564路線

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

◦ＪＲ常磐線の開通時期等の見通し
・ＪＲ常磐線については、平成27年３月に、『将来的に、
　全線で運転を再開させる。』との方針を決定。
・具体的には次のとおり。
・浜吉田～相馬間は２０１７年春頃に開通　
・原ノ町～小高間は２０１６年春までに開通
・小高～浪江間は遅くとも２年後の開通を目指す

・また、帰還困難区域を含む浪江～富岡間については、除染
や異常時の利用者の安全確保策を完了した後、開通する

・さらに富岡～竜田間は３年以内を目途に出来るだけ速やか
に開通を目指す

・引き続き、関係者間で緊密に連携し、一日も早い全線開通の
実現に向けて取り組む。

主な事例
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55.2 44.8H27.6

59.7 40.3 H26.6

63.3 36.7 H25.6

67.6 32.4 H24.9

70.1 30.0 H24.2

震災直前より減少 震災直前以上に増加

40

60

80

100

2010
1 3 5 7 9 11

2011
1 3 5 7 9 11

2012
1 3 5 7 9 11

2013
1 3 5 7 9 11

2014
1 3 5 7 9 11

2015
1 3 5 7

全国
岩手
宮城
福島

3．産業・なりわいの再生

⁃⁃ ３県全体の鉱工業生産は、概ね震災前の水準程度に回復。
⁃⁃ グループ補助金交付先企業の約４割が、震災直前の売上水準以上まで回復。
⁃⁃ 仮設店舗・仮設工場等については、582箇所で竣工、約2,600事業者が入居。
⁃⁃ 引き続き、産業の本格復旧・復興に向け、商業集積や商店街の再生、新産業創造の取組等を推進。

鉱工業の復興状況

〈例〉釜石まちづくり株式会社
　  　（釜石市、不動産賃貸業・管理業）

・中小企業等グループ補助金を活用。

・平成26年12月に、被災事業者を中心
とした9店舗からなる商業施設「タウ
ンポート大町」を同市大町地区に
整備。

・設備投資は総額1.5億円。

〈例〉e-フレッシュ株式会社＆
　　 株式会社舞台ファーム（共同申請）
　　  （仙台市、食料品製造業）

・津波・原子力災害被災地域雇用創出
企業立地補助金を活用。

・平成26年6月に、同市若林区に先端加工
技術を駆使したカット野菜工場を新設。

・設備投資は総額約4.6億円。新規地
元雇用者20人。

〈例〉奥地建産株式会社
　　  （須賀川市、住宅用鋼製下地材・太陽光
　　　  発電用架台製造業）

・ふくしま産業復興企業立地補助金及
び復興特区の課税の特例を活用。

・平成25年5月に、同市に住宅用鋼製下地材や
太陽光発電用架台を製造する工場を新設。

・投資総額は約27億円。新規地元正社
員として地元から27人を雇用。

◆支援制度の活用事例
中小企業等グループ補助金を活用した事業所復旧や企業立地補助金、復興特区制度に基づく税制上･金融上の

特例を活用した新規投資等が行われている。

◆被災３県の鉱工業指数（H22=100） ◆震災直前の売上げ水準からの変化状況
 　（グループ補助金交付先企業へのアンケート結果）

各種支援制度の活用状況
◆仮設店舗・工場等の整備状況と入居状況

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 長野県 合計
完成箇所数   18 　351 141   70 1 1 　582

入居企業数 103 1,557 626 307 0（撤去済） 1 2,594
箇所数：平成27年9月末時点、入居企業数：平成27年6月末時点

◆グループ補助金の活用状況
北海道 青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 栃木県 千葉県 合計

交付グループ数   6   10 　113 　187 　236 　  58   1 　  8 　  619

交付事業者数 36 208 1,303 3,824 3,682 1,432 14 154 10,653
平成27年9月1日時点

岩 手 県 宮 城 県 福 島 県
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⁃⁃ 津波被災農地の約７割で営農再開が可能となった。
⁃⁃ 農地復旧と一体的に農地の大区画化や利用集積を進めるとともに、新技術を積極的に活用するなど、全
国のモデルとなるような取組を推進。

⁃⁃ 水揚げは８割程度まで回復。水産加工施設は約８割で業務再開。
⁃⁃ しかしながら、震災により失われた販路の確保等の問題もあり、水産加工業の売上の回復が遅れている。
⁃⁃ 引き続き、漁港の本格復旧を実施するとともに高度衛生管理に対応した荷捌き所の整備や水産加工施設
の再建を推進。また、マッチング、新商品開発の支援等により、販路の確保の取組を推進。

農業の復興状況

水産業の復興状況

◦津波被災農地における営農再開可能面積の見通し	
（単位：ha）

23〜26年
度累計 27年度 28年度

以降※1

避難指示
区域、転用

（見込み含む）※2
計

岩手県 　  450   40 　180 　  60 　  730

宮城県 12,030 630 1,050 　630 14,340

福島県   1,630 190 　940 2,700   5,460

青森・茨城・
千葉県 　  950 — — — 　  950

計 15,060 860 2,170 3,390 21,480

割合 70％※3 4％ 10％ 16％ 100％

※１ 農地復旧と一体的に農地の大区画化等を実施する予定の農地（1,510ha）及び海水が浸入して
いるなど被害が甚大な農地の一部やまちづくり等で他の復旧・復興事業との調整が必要な農地
（660ha）。

※２ 原子力発電所事故に伴い設定されている避難指示区域の中で、避難指示解除の見込みや除染の工程
等を踏まえつつ、復旧に向けて取り組む農地（2,120ha）及び、農地の転用等により復旧不要となる
農地（1,270ha（見込みを含む））。

※３ 津波被災農地（21,480ha）のうち、農地の転用等により復旧不要となる農地を除く復旧対象農地
（20,210ha）に対する営農再開が可能となった農地の割合は75％。

◦新たな農業を切り開く先端技術
　（宮城県山元町）

　被災地の復興を先端技術の導入を通じて加速す
るため、被災地に｢研究・実証地区｣を設定し、産学
に蓄積されている先端技術を駆使した大規模実証
研究を推進している。
　例えば、東北最大のいちご産地である宮城県山元
町においては、過去、宮城県ではほとんど行われて
いなかった高設ベンチを用いたいちご養液栽培技
術等の実証研究を実施しており、実証技術のいくつ
かは、既に、その後再生されたいちご生産団地の一
部で標準技術として取り入れられている。

高度な養液管理を行っている
低コスト高設ベンチシステム

実証研究施設全体の外観

水産加工施設

資料：平成27年2月 水産庁
「水産加工業者における東日本大震災からの復興状況アンケート（第２回）」

注１：久慈（岩手）、宮古（岩手）、釜石（岩手）、大船渡（岩手）、気仙沼（宮城）、
女川（宮城）、石巻（宮城）、塩釜（宮城）、小名浜（福島）における１年間

（3月‐翌年2月）の水揚げの、被災前１年間（２２年３月‐２３年２月）に対する
比率を示したもの。

被災３県の主要な魚市場の水揚げ
被災3県で再開を希望する水産加工施設
(８１8施設)の復旧状況（H27年6月末）

40%

水揚げ

青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県
において売上金額が被災前の８割以上まで
回復した水産加工業者の割合（H27年２月）

87% 
H26.3-27.2

（697億円）

70%
H24.3-25.2

（558億円）

82% 
H25.3-26.2
（654億円）

62%
H24.3-25.2
（286千ｔ）

71% 
H25.3-26.2
（327千ｔ）

80 ％
H26.3-27.2
 （370千ｔ）　

水揚量

水揚金額 売上の回復状況

55%
（418施設が業務再開）

※24年3月末

74%
（ 608施設が業務再開）

※25 年3月末

84%
（690施設
が業務再開）
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 決済イメージ

着地型旅行商品の販売ページ

⁃⁃ 観光客中心の宿泊施設はまだ厳しい状況が続いているが、宿泊者数全体としては回復傾向にある。
⁃⁃ 観光需要の厳しい東北地域の状況を踏まえ、引き続き施策を推進。

　自立的で持続可能性の高い地域経済の再生を理念に掲げ、域外から所得を獲得する地域基幹産業と
地域の暮らし・雇用を支える産業のバランスのとれた発展を目指し、被災地企業の創造的取組・挑戦を強く
後押しする。

観光業の復興状況

今後の産業復興に向けて

◦３県の延べ宿泊者数の推移（平成22年との比較）

◦主な事例

「産業復興創造戦略」（平成26年６月）

水産業　　製造業
農　業　　観光業

小売商業
生活関連サービス業

バランスのとれた発展

宿泊施設全体

84.9% 84.4% 85.8%

109.1% 107.2% 109.0%

H23年 H24年 H25年

新新商商品品 大大区区画画化化 先先端端農農業業 製製品品開開発発 工工場場立立地地 誘誘客客確確保保 新新ササーービビスス

89.2%

111.0%

H26年

観光客中心の宿泊施設（※）宿泊施設全体

観光客中心の宿泊施設※

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より
（注）従業員10人以上の宿泊施設の数値
※「観光客中心の宿泊施設」とは、観光目
的の宿泊者が50％以上の宿泊施設

水産業　　製造業
農　業　　観光業

小売商業
生活関連サービス業

バランスのとれた発展

宿泊施設全体

84.9% 84.4% 85.8%

109.1% 107.2% 109.0%

H23年 H24年 H25年

新新商商品品 大大区区画画化化 先先端端農農業業 製製品品開開発発 工工場場立立地地 誘誘客客確確保保 新新ササーービビスス

89.2%

111.0%

H26年

観光客中心の宿泊施設（※）宿泊施設全体

観光客中心の宿泊施設※

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より
（注）従業員10人以上の宿泊施設の数値
※「観光客中心の宿泊施設」とは、観光目
的の宿泊者が50％以上の宿泊施設

・地域の旅行商品の造成支援
　個人の外国人旅行者向けに、東北の豊富な温泉や酒蔵な
どの地域資源をいかした地域発の旅行商品の造成を支援。
　あわせて、直接旅行者に販売する機会を提供。

・モバイル端末によるカード決済を導入
　―観光とＩＣＴで地域経済を活性化ー

　モバイル端末を活用したクレジットカード決済の仕組
みを観光地で一斉に導入。初期費用等の事業者側の負担
を軽減することで、カード決済環境の整備を促進し、旅
行者の利便向上につなげる。
　決済金額の一部を地域に還元する仕組みをあわせて導入。
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従来型ビジネスモデルへの危機感を感じていた宮古市内の
水産加工業者４社の若手経営者が震災を契機に商品開発か
ら購買、製造、販売まですべてのバリューチェーンで連携して
事業を行い、各社とも震災前の水準まで業績を回復。

⁃⁃ 大手企業と被災地域企業とのマッチングを目的としたワークショップを開催し、対話の場を提供。

⁃⁃ 被災地において「新しい東北」の創造に向けて新たな挑戦や課題の克服に取り組む事例を紹介。

⁃⁃ 被災地域で新たな事業にチャレンジする企業に対して、具体的な現場支援（ハンズオン支援）を実施。

復興庁の取り組み：中小企業の新たな取組・挑戦を支援（企業チャレンジの促進）

ワークショップ
において検討

マッチング

支援
提案

連携事業の創出

課題
相談被災地域企業 大手企業等

　　　【経営課題（例）】
・新商品の開発手法がわからない
・施設は復旧したが、販路がない
・企画立案担当などの担い手不足

　　  　【支援提案（例）】
・自社ノウハウやアイデアの提供
・社内販売等での販売機会提供
・人材育成支援・研修プログラム提供

◦地域復興マッチング「結の場」の開催

◦被災地域企業新事業ハンズオン支援事業

◦事例集『被災地の元気企業４０ ―創造的な産業復興を目指すフロントランナーたち―』の作成

・平成24～26年度に岩手、宮城、福島の3県で10回開催。
・平成27年度
　　岩手県：久慈市（10月開催）
　　宮城県：女川町（11月開催）
　　福島県：会津若松市（10月開催）
　　　　　  楢葉町・富岡町・広野町・
　　　　　 川内村（28年2月予定）

・市場調査・競合品調査・製品評価等の実施
・新たな販路や事業パートナーとのマッチング
・展示会出展費等、事業立ち上げに必要な経費の一部負担　等

ハンズオン支援

ワークショップ開催実績 成果例：被災地域企業の商品開発支援

ワークショップの様子

被災地で新事業立ち上げ
を目指す中小企業

+
被災地内外の
提携先企業

復興庁職員
（民間企業出身者等）

専門家、専門機関
+

・支援内容：気仙沼地域の小規模水産加工事業者が生産する様々な食品等の新商品開発、　
　　　　　  アンケート調査等の商品力強化につながる支援を実施。
・成　　果：働く女性をターゲットに少量・小分けにし、統一ブランドで商品化。

成果例：地元水産食品等の統一ブランド化による消費者向け販路開拓事業

  掲載例：宮古 チーム漁火（岩手県宮古市）

元気企業40

・支援企業：凸版印刷
・被災地域企業：八葉水産
・支援内容：新商品コンセプト
　の策定、開発を支援。
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中間貯蔵施設の整備等

4．福島の復興・再生

避難指示区域の解除 

除染の進捗状況

●原子力災害からの復興については、早期帰還と新生活支援の両面から支援。これまで「福島再生加速化
交付金」等により、早期に帰還可能な地域のインフラ、生活関連サービスの復旧や安全・安心対策の充実、
長期避難者のための生活拠点の形成を実施。
●昨年、田村市と川内村の一部を、本年９月５日、楢葉町の避難指示を解除。他の地域についても、帰還困難
区域以外の区域は、各市町村の復興計画等も踏まえ遅くとも事故から６年後（平成29年３月）までに避難
指示を解除できるよう、環境整備を加速。
●福島12市町村の将来像については、本年７月30日に有識者検討会の提言を取りまとめ。今後、提言の実現
に向けて関係者と連携し取り組む。

双葉町

大熊町

浪江町

富岡町

中間貯蔵施設予定地の範囲

楢葉町

南相馬市

東京電力福島第一
原子力発電所

東京電力福島第二
原子力発電所

福島県内の除染に伴い発生した土壌等を、安全かつ集中的に貯蔵するため、大
熊・双葉両町において中間貯蔵施設の整備に向けた取組みを進めており、現在、福島
県内各地の仮置場から施設の保管場へのパイロット輸送を順次実施中。

（注：写真は除染工事等から引用したイメージ）

除染特別地域における除染については、放射性物質汚染対処特措法及び同法の
基本方針に基づき各市町村ごとの除染実施計画を策定し、当該計画に基づいて国が
鋭意除染実施中。汚染状況重点調査地域についても同様に、市町村ごとに除染実施
計画を策定し、国の財政的、技術的な支援により、平成28年度までの除染の完了に
向け、市町村が中心となって除染実施中。

●除染特別地域に指定されている11市町村のうち、
　−４市町村（田村市、楢葉町、川内村、大熊町）の全体並びに葛尾村、川俣町及

び飯舘村の宅地部分で計画に基づく除染が終了。（平成27年８月末現在）
　−７市町村（飯舘村、南相馬市、葛尾村、川俣町、浪江町、富岡町、双葉町）で

計画に基づく除染実施中。（平成27年８月末現在）
●福島県内の汚染状況重点調査地域で除染を実施しているのは36市町村であり、

公共施設等で約９割、農地・牧草地で約８割の進捗。（平成27年8月末現在）

避難指示解除準備区域：
年間積算線量が20ミリシーベルト以下となることが確実であることが確認された地域。

居住制限区域：
年間積算線量が20ミリシーベルトを超えるおそれがあり、住民の被ばく線量を低減

する観点から引き続き避難の継続を求める地域。

帰還困難区域：
事故後６年間を経過してもなお、年間積算線量が20ミリシーベルトを下回らないおそ

れのある、平成24年3月時点で年間積算線量が50ミリシーベルト超の地域。

　−田村市において避難指示の解除（平成26年４月１日）　　 
　−川内村において避難指示の一部解除（平成26年10月１日）
　−楢葉町において避難指示の解除（平成27年９月５日）

車両の放射線量率の測定 仮置場での積込作業
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福島県における避難者数の状況

福島の復興・再生に向けた方針

教育復興に向けた取組（双葉郡）

１．福島県全体の避難者数
平成27年11月時点の避難者数：10.5万人
  (平成24年６月（ピーク時）の避難者数：16.4万人)

第1回ふるさと創造学サミット
（平成26年12月20日）

　双葉郡内の小中学校が一堂に会し、
各学校で取り組んだ「ふるさと創造学」
の成果を発表し合う、「ふるさと創造学
サミット」を開催。

福島県立ふたば未来学園高校
の開校（平成27年4月8日）

　双葉郡の新しい中高一貫校として開
校し、第1期生152名が入学。地域の
復興を担う次世代を育成する先進的な
教育を実施。

双葉郡小学校絆づくり交流会
（平成27年8月20日）

　双葉郡内の小学校の子供たち約
100名が集まり、学校、学年の垣根を
越えて交流。将来にわたる子供たちの
つながり、絆づくりを応援。

　原子力災害の経験を乗り越え、双葉郡ひいては日本の未来に貢献する人材を育成し、地域の新しい未来を創ることが教育の
使命との認識の下、郡内8町村の教育長が中心となり「福島県双葉郡教育復興ビジョン」を策定。
　ふるさとの伝統と文化を見つめ直し、地域の人たちと一緒に復興に取り組みながら、ふるさとの未来を考える「ふるさと創造
学」の推進、郡内幼少中学校及び中高一貫校を核とした地域コミュニティとの連携等に取り組む。

常磐自動車道全線開通 復興公営住宅（郡山市日和田団地）に
おける入居者交流会の様子

英国ケンブリッジ公爵殿下をお招きした県産品
を活用した歓迎夕食会（磐梯熱海温泉）

１．早期帰還者支援
◦効果的な手法による除染の迅速化･合理化
◦インフラ復旧
  （平成26年9月国道6号再開通、平成27年3月常磐道全線開通）

◦生活環境整備、生活関連サービスの復旧
◦町内の復興拠点整備

２．長期避難者支援
◦町外コミュニティの形成
 （復興公営住宅の整備及びコミュニティ交流員の配置等）

３．新しい生活を始める方への支援
◦必要十分な賠償の支払　◦職業や住宅のあっせん

４．安全・安心対策と定住促進
◦きめ細かなリスクコミュニケーションの実施（科学的・国際的知見の活用）

◦風評被害対策（被災地産品の販路拡大、諸外国の輸入規制の撤廃・緩和に
　向けた働きかけなどの取組強化など）
◦子どもの運動機会確保のための運動施設の整備

５．産業振興・営農再開
◦仮設工場・店舗の整備や被災した施設の復旧・整備等
◦除染が終了したところから速やかに営農再開ができるよう支援

２．避難指示区域からの避難者数
平成27年9月時点：約 7.0万人

  帰還困難区域：	 約2.4万人
  居住制限区域：	 約2.3万人
  避難指示解除準備区域：約2.4万人

（写真提供  内閣広報室）
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①目指すべき30～40年後の地域の姿
　（１）人口見通し：復興の進捗により震災前の推計を
　 　　上回る可能性
　（２）線量見通し：現状から物理減衰で相当程度低減
　（３）世界に発信する福島型の地域再生

②2020年に向けた具体的な課題と取組
　（１）産業振興　－新産業の創出と事業・生業の再建－
　（２）複数市町村による公共的サービスの広域連携
　（３）復興再生拠点の整備　－新市街地の形成－

（参考）大熊町大川原復興再生拠点の整備イメージ（大熊町復興ビジョンより）

◦主な改正内容
１．一団地の復興再生拠点整備制度の創設

帰還される住民の生活再開、地域経済の再建の場となる
復興再生拠点を円滑・迅速に整備するため、全面買収方式
により新市街地を整備する事業制度を創設。大熊町では新
たに創設された制度を活用し、事業を進めているところ。

２．帰還環境整備交付金の創設
福島再生加速化交付金（再生加速化）の支援対象事業
に、一団地の復興再生拠点整備、道路、下水道等の基
幹インフラ事業を追加し、新たに「帰還環境整備交付
金」を法定化。

３．事業再開を支援するための課税の特例
避難指示のあった区域で事業を行っていた事業者が、
事業再開に必要となる設備投資のために資金を積み
立てた場合に受けられる税制上の特例措置を創設。

◦産業振興  －新産業の創出と事業・生業の再建－

◦複数市町村による公共的サービスの広域連携

福島12市町村の将来像に関する有識者検討会提言（平成27年７月）の個別具体化・実現

福島復興再生特別措置法の改正（平成27年５月７日）

30～40年後の姿を見据えた、2020年の課題と解決の方向を検討し、提言を取りまとめた。
提言の実現に向け、関係省庁や県、市町村、民間と連携し取り組む。

○ＣＬＴ工場の整備の検討
○復興拠点、公共施設、オリンピック選手村等へのＣＬＴの積極

利用の検討

○地域の高齢化による公共交通への依存度の高まりを受けた、
地域公共交通の構築

○ロボットテストフィールドの事業化
○国際産学連携拠点の事業化（ロボット技術開発共同研究施

設、廃炉人材等育成等の技術者研修拠点　等）

○避難指示による医療機関の休止による近隣医療機関の負担増、
搬送の長時間化に対応するための、二次救急医療等を担う医療
機関の確保

（例１）ＣＬＴ（直交集成板）生産・活用、木質バイオ
　　　 マス等による林業再生

（例１）地域公共交通の構築

（例２）「イノベーション・コースト構想」を中心と
　　　  する新産業の創出

（例２）二次救急医療体制の確保
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地域づくりネットワーク

①先導モデル事業 ②復興ビジネスコンテスト

５．「新しい東北」～地域課題の解決に向けた新たな挑戦～
⁃⁃ 被災地は、人口減少、高齢化、産業の空洞化等、日本全国の「地域」が抱える課題が特に顕著。同時に、
災害公営住宅におけるコミュニティ形成や風評被害など、被災地特有の課題も抱えている。
⁃⁃ こうした課題を解決し、「まちの賑わい」を取り戻すため、復興を契機として、従来の手法や発想にとらわ
れない新たな取組を進めている。

（１）先導的な「モデル」の構築 → 具体例はＰ.20 を参照

（2）「モデル」の他地域への展開

○地域課題の解決に向け、先導モデル事業等のノウハウを参考とした
新たな取組を行う自治体を対象として、各自治体のニーズに応じた
きめ細かな支援を実施。

【自治体版ハンズオン支援事業】
○この他、被災地内外の先進的なノウハウの共有や意見交換、自治

体組織の活性化に向けた取組も実施。
【自治体版ハンズオン支援事業の事例】

先導的な取組の加速に向けて支援。
他地域に展開可能な「モデル」を構築。

※複数年度に渡って
選 定した案 件は
1件として算出。

支援件数の推移
（累計）

優れたビジネスアイデアを表彰。
事業化・発展に向けて支援。

H26.1  ビジネスコンテスト大賞受賞

H25.4  一般社団法人設立
　全国から寄せられた着物地を活用し、リメ
イク雑貨を製造・販売。女性の活躍の場を
創出。

官民連携推進協議会の交流会で
ブースを出展。催事販売等、
販路の開拓に成功

H27.5  株式会社設立

発展の事例（株式会社 WATALIS）安心して暮らせる
「コミュニティの形成」
○地域内のネットワークの構築
○子どもの居場所・遊び場作り
○医療・介護連携や健康作り
○買物支援、見守り、防災　等

生活の糧となる
「産業・生業の再生」
○新商品の開発やブランド化
○新たな販路の開拓
○海外展開や海外誘客の推進
○地域を支える人材育成　等

66件

H25

116件

H26

147件

H27

３年間で
約１５０の
取組を支援

【岩手県久慈市】
久慈地下水族科学館を中心とした交流人口拡大事業

「久慈地下⽔族科学館」の再開に
併せて、地域商店や⾼校⽣等と
連携した、新商品開発や交流⼈
⼝拡⼤を⽬指す。

【福島県郡山市】
地域住民が主役！住民主体の通いの場創設プロジェクト

地域の個性を活かした住⺠主体
の通いの場を創設。併せて、健
康体操等の介護予防ツールを開
発・普及させる。

【宮城県塩竈市】
浦戸諸島の農業・漁業を活かした離島活性化プロジェクト

浦⼾諸島の四島が連携。島の魅
⼒を活かしたグリーンツーリズム
等により、交流⼈⼝拡⼤や営農・
漁業の担い⼿育成を⽬指す。

【福島県川内村】
コミュニティと産業を軸とした帰還者支援プロジェクト

村営復興公営住宅の⼊居開始に併
せた、地域産業の再⽣及びコミュ
ニティ形成拠点の機能強化により
帰村率の⼀層の向上を⽬指す。
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官民連携推進協議会

①WORK FOR 東北　～専門人材のマッチング～

②企業連携グループ　～産業復興に向けた民間活力の投入～

　企業、大学、ＮＰＯ、国・自治体など、被災地で新たな挑戦に取り組む団体や、被災地を支援する団体が参加。
【会員数：約850団体】

（4）情報共有や新たなつながりの構築を進める場づくり

（３）民間の人材・ノウハウ・資金の活用

マッチングの事例
　被災地が復興を進める
上で民間の専門人材を必
要とする場合に、民間人材
と被災地の双方のニーズを
マッチング。

（これまで83人を派遣）

創造的な事業活動への支援体制を強化するため、官・民の支援団体・組織間の連携体制を構築。
○産業復興に携わる官民担当者を対象に有益な支援情報を提供。【企業復興支援ネットワーク】
○新たな事業を⽴ち上げる企業等に対し、専⾨家・専⾨機関が集中⽀援を実施。【専門家プール】

　③復興金融ネットワーク　～新たな資金供給の創出～

官主導の取組による復旧から、民主導の取組による本格的な復興への橋渡しを行うため、金融機関等の間で、産業復興
に関する情報を共有。【メンバー：33団体】

○販路開拓等の課題克服に向け、民間企業・団体の連携創出の場を提供。【販路開拓支援チーム】

大手企業から、まちづくり会社にマネージャー
として派遣。
　企業の組織管理の経験を活かして、迅速な
意思決定を進めるなど貢献。現在は、水産品
のブランディングや、水産業体験施設関連のプ
ロジェクトに尽力中。

◆情報ポータルサイト
　多様な支援情報（人材、資金、経営支援等）やイベント
情報を掲載

◆情報発信
　復興の状況や「新しい東北」の取組を、被災地外の企業や
大学生等に情報発信。被災地とのつながり作りを目指す。
・兵庫県神戸市（5月30日／約100団体が参加）
・東京都（7月4日／約150団体が参加）

◆ 「交流会」
　被災地における新たな挑戦の「見本市」
　【2月8日（仙台市）：約2７0団体が参加】

登録専門家による
継続的な助言指導・実務支援
登録専門家の集中支援に必要な
専門機関による調査・評価等

集中支援
被災地企業の
新規事業等

新商品・サービスの開発
既存商品の高付加価値化
生産性向上・効率化
商業施設開発
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①安心して暮らせる「コミュニティの形成」

②生活の糧となる「産業・生業の再生」

被災地で展開されている先導的な取組

　ボランティア等の地域住民が
積極的に参加する、新しい子ども
の遊び場づくり活動を実践。災害
公営住宅等における新たな地域
コミュニティの形成にも寄与。

　医療・介護の専門職だけではなく、
市や事業者、地域住民など、福祉・医療・
介護・生活支援を行う者も連携。被災
などで健康状態が悪化した市民を支援
するための仕組みづくりを推進。

子どもの成長を育む地域の遊び場づくり 次世代型地域包括ケア（被災者、障害者も対象）

　仮設住宅の高齢者の生活不活発病
や孤独という問題を解決するため、保
育所の給食を利用した食事受取の仕組
みづくりを推進。（栄養士による適切
な食事管理、子どもとのふれあい等）

栄養士、保育所と連携した高齢者の健康づくり

　地元の杉間伐材を活用し、付加価値
の高い高級割り箸を製造。木材の仕入
れから製品の販売まで一貫した事業は
全国でも稀。復興ビジネスコンテスト
大賞受賞。

林業と地域を再生させる新商品開発

　グローバル市場での旅館の価値
向上を目指し、旅館側の送客手数料
負担を求めない旅館専用予約サイト

（RYOKAN EXPERIENCE）のビジ
ネスモデルを提案し、本格運用を開始。

「旅館」のブランド価値向上

　公開型ワークショップにより専門家の
知見と地元の体験を共有するとともに、
個人単位の「避難カルテ」の作成を通じ
て住民主体の地区防災計画を作成。他地
域への横展開に向け、ノウハウを汎用化。

地域住民が主体となった地区防災計画

　東北産花きの販路の拡大やブランド
の確立等を目指し、日持ちが良く華や
かな高品質ブーケ等の新たな商品開
発、プロモーション活動、生産者への
教育活動等を推進。

東北発「被災地花き」ブランドの創造

　職業観の醸成や地域の将来を
考えるきっかけづくりのために、
高校生が主体となって地域の様々
な業種の大人や高校と連携した
キャリア教育プロジェクトを実施。

高校生がつくるキャリア教育プロジェクト

　元気シニアを中心とした高齢者等
が、地域を支える側として、共助的な
コミュニティ支援（子どもの居場所づく
り、健康づくり等）を実施するシステ
ムを構築。

コミュニティ・サポートのプロトタイプ開発

　中山間地域で植物工場を活用した
低コスト・省力化栽培方法を確立。
機能性野菜の生産方法や鮮度保持表
示について検証し、新たな市場開発を
目指す。

中山間地域での新たな農業モデルの実現

　再生可能エネルギー資源（温
泉熱）を活用し、6次化商品や、
環境学習等を目的としたニュー
ツーリズム商品を開発。「エコ温
泉」をテーマに地域を活性化。

温泉熱を活かした六次化産業創出

　セルフレジを活用したプリペイド決
済方式の無人販売所システムを設置。
利用者自らが操作して日用品等を購入
できる仕組みにより、買い物の利便性
を向上。

ＩＣＴを活用した無人販売所プロジェクト

　持続可能な地域産業の確立に
向けて、市場では流通していな
かった未利用の水産物を活用。

「機能性」と「高付加価値化」に
焦点を当てた新商品を開発。

浜の未利用資源の高機能性食品化

　生産者・食品事業者などが輸入条件
の厳しい欧州や米国に対してもチャレン
ジできるよう、メディアやＳＮＳ等を活用
して現地の趣向を容易に商品開発やプロ
モーションに反映できる手法を確立。

東北産品の海外展開加速化
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平成28年度以降５年間（復興・創生期間）の復興事業について

新たな復興財源フレームについて

平成28年度以降５年間（復興・創生期間）の事業規模（見込）について

⁃⁃ 平成27年６月24日の復興推進会議において、平成28年度以降の復興支援の枠組みについて決定。
⁃⁃ 平成28年度以降の復興支援については、被災地の「自立」につながり、地方創生のモデルとなる
ことを目指すため、「復興・創生期間」と位置付け。
⁃⁃ 復興・創生期間における復興事業費の見込みも踏まえ、復興期間10年間（平成23～32年度）に
おける復興事業費を32兆円程度と見込み、その財源を確保。

区　分 集中復興期間
（H23 〜 27年度）

復興・創生期間
（H28 〜 32年度）

復興期間
（H23 〜 32年度）

①被災者支援（健康・生活支援） 2.1 0.4程度 2.5程度

②住宅再建・復興まちづくり 10.0 3.4程度 13.4程度

③原子力災害からの復興・再生 1.6 0.5程度 2.1程度

④産業・生業（なりわい）の再生 4.1 0.4程度 4.5程度

⑤その他（震災特交など） 7.8 1.7程度 9.5程度

合計 25.5 6.5程度 32程度

TOPIC

（兆円）
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東日本大震災からの

本パンフレットは、復興の状況と、最近の取組について、データや具体的な事例を中心に紹介したものです。

問い合せ先 ： 〒１０７－００５２   東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル６階
　　　　　　代表（０３）５５４５－７２３0　ＦＡＸ（０３）５５４５－０５２４
ホームページ： http://www.reconstruction.go.jp/

復興の状況と最近の取組東日本大震災の概要

（１）規模
●平成２３年３月１１日１４時４６分に三陸沖にて発生
●我が国の観測史上最大規模の地震（マグニチュード９．０／最大震度７）

（２）被害
●人的被害（平成２７年１０月９日時点　警察庁ホームページより抜粋） 

・死　　者 １５，８９３名
・行方不明 ２，５６７名
・負 傷 者 ６，１５２名

●建築物被害（平成２７年１０月９日時点　警察庁ホームページより抜粋）

・全　　壊 １２１，７４７戸
・半　　壊 ２７７，６７９戸
・一部損壊 ７２５，８５８戸

●震災関連死　３，３３１名（平成２７年３月３１日現在　復興庁調べ）

平成２7年
11月版


